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  中間配当制度の有無 有
配当支払開始予定日 単元株制度採用の有無 有 (１単元500株)

１．17年3月期の業績(平成 16年 4月 1日～平成 17年 3月31日)

(1)経営成績 (注)記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
17年 3月期 41,319 ( ) ( ) ( )
16年 3月期 37,175 ( ) ( ) ( )

百万円 ％  円  銭 円  銭 ％ ％ ％
17年 3月期 ( ) 6.8  6.4  3.7
16年 3月期 ( ) ― 4.7  4.7  2.9
(注) １．期中平均株式数 17年3月期 株 16年3月期 株

２．会計処理の方法の変更 無

３．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
 1株当たり年間配当金

   
17年 3月期  
16年 3月期  
(注) 平成17年3月期期末配当金の内訳 普通配当 10円 記念配当 6円

平成16年3月期期末配当金の内訳 普通配当 7円 記念配当 5円50銭
(3)財政状態

17年 3月期
16年 3月期
(注) １． 17年3月期 株 16年3月期 株

２． 17年3月期 株 16年3月期 株

２．18年 3月期の業績予想(平成 17年 4月 1日～平成 18年 3月31日)

(参考)1株当たり予想当期純利益(通期） 円 銭
※ 上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成しておりますので、

実際の業績は今後の要因により予想数値とは異なる場合があります。
なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料の 11から15ページをご参照下さい。
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1. 財 務 諸 表 等
 (1) 貸 借 対 照 表

   (千円未満切捨)

(平成16年 3月31日現在) (平成17年 3月31日現在)
金     額 構成比 金     額 構成比 金     額

（資 産 の 部） % %
Ⅰ 　流 動 資 産

1. 現 金 及 び 預 金 3,272,540  3,690,937  418,396  
2. 受 取 手 形 6,264,360  5,810,081   △ 454,278  
3. 売 掛 金 6,076,304  6,009,020   △ 67,283  
4. 商 品 1,221,293  1,485,144  263,851  
5. 貯 蔵 品 3,189  1,814   △ 1,374  
6. 前 渡 金 739  273   △ 466  
7. 前 払 費 用 60,576  58,055   △ 2,520  
8. 繰 延 税 金 資 産 155,654  145,516   △ 10,137  
9. 未 収 入 金 240,833  185,066   △ 55,767  

10. そ の 他 11,683  8,279   △ 3,403  
11. 貸 倒 引 当 金 △ 105,469  △ 23,711  81,758  

流 動 資 産 合 計 17,201,706  72.7 17,370,479  71.7 168,773  

Ⅱ 　固 定 資 産
1.  有 形 固 定 資 産
(1) 建 物 1,014,325  1,087,222  72,896  
(2) 構 築 物 14,585  19,240  4,654  
(3) 機 械 装 置 10,050  8,633   △ 1,416  
(4) 車 両 運 搬 具 517  517  ―　
(5) 工 具 器 具 備 品 51,111  38,622   △ 12,489  
(6) 土 地 3,838,799  4,260,972  422,173  

有 形 固 定 資 産 合 計 4,929,389  20.8 5,415,207  22.4 485,818  
2.  無 形 固 定 資 産
(1) 借 地 権 97,566  97,566  ―　
(2) ソ フ ト ウ エ ア 32,489  27,503   △ 4,985  
(3) 電 話 加 入 権 22,894  22,894  ―　
(4) そ の 他 1,052  1,112  59  

無 形 固 定 資 産 合 計 154,002  0.6 149,077  0.6  △ 4,925  
3.  投資その他の資産
(1) 投 資 有 価 証 券 285,088  278,181   △ 6,907  
(2) 関 係 会 社 株 式 112,827  36,473   △ 76,353  
(3) 出 資 金 6,318  6,318  ―　
(4) 関 係 会 社 出 資 金 ―　 87,608  87,608  
(5) 破 産 更 生 債 権 等 242,813  187,967   △ 54,845  
(6) 繰 延 税 金 資 産 488,383  486,759   △ 1,624  
(7) 敷 金 ・ 保 証 金 455,306  344,142   △ 111,163  
(8) そ の 他 73,414  63,014   △ 10,400  
(9) 貸 倒 引 当 金 △ 274,113  △ 212,867  61,245  

  投資その他の資産合計 1,390,038  5.9 1,277,597  5.3  △ 112,440  
固 定 資 産 合 計 6,473,430  27.3 6,841,882  28.3 368,452  

    資 産 合 計 23,675,136  100.0 24,212,362  100.0 537,225  

増　　　　減当　　　　　期前　　　　　期　　　　　   期　　別

 科　　目



   (千円未満切捨)

(平成16年 3月31日現在) (平成17年 3月31日現在)
金     額 構成比 金     額 構成比 金     額

(負 債 の 部) % %
Ⅰ 　流 動 負 債

1. 支 払 手 形 2,896,955  2,911,716  14,760  
2. 買 掛 金 3,520,180  3,620,971  100,790  
3. 短 期 借 入 金 500,000  500,000  ―　
4. １年 内返 済長 期借 入金 100,000  1,300,000  1,200,000  
5. 未 払 金 208,111  194,948   △ 13,162  
6. 未 払 費 用 65,596  61,774   △ 3,821  
7. 未 払 法 人 税 等 317,000  451,000  134,000  
8. 未 払 消 費 税 等 61,006  47,412   △ 13,594  
9. 前 受 金 10,314  7,936   △ 2,377  

10. 預 り 金 10,623  12,880  2,257  
11. 前 受 収 益 ―　 701  701  
12. 賞 与 引 当 金 272,000  178,498   △ 93,502  
13. そ の 他 9,692  11,129  1,437  

流 動 負 債 合 計 7,971,480  33.7 9,298,968  38.4 1,327,488  

Ⅱ 　固 定 負 債
1. 社 債 100,000  100,000  ―　
2. 長 期 借 入 金 1,750,000  550,000   △ 1,200,000  
3. 退 職 給 付 引 当 金 1,064,617  1,061,363   △ 3,253  
4. 役員退職慰労引当金 80,350  80,350  ―　
5. 預 り 保 証 金 125,885  130,760  4,874  

固 定 負 債 合 計 3,120,853  13.2 1,922,474  7.9  △ 1,198,379  
負 債 合 計 11,092,333  46.9 11,221,443  46.3 129,109  

(資 本 の 部)
Ⅰ 資    本    金 1,819,230 7.7 1,819,230  7.5 ―　
Ⅱ 資本剰余金

1. 　資本準備金 1,527,493 1,527,493  ―　
2. 　自己株式処分差益 ─  1,602  1,602  

　　資本剰余金合計 1,527,493 6.5 1,529,095  6.3 1,602  
Ⅲ 利益剰余金

1. 利益準備金 281,371 281,371  ―　
2. 任意積立金 7,895,000 7,895,000  ―　
3. 当期未処分利益 1,254,651 1,808,703  554,051  

　　利益剰余金合計 9,431,023 39.8 9,985,075  41.3 554,051  
Ⅳ その他有価証券評価差額金 81,926 0.3 74,072  0.3  △ 7,853  
Ⅴ 自　己　株　式  △ 276,870 △ 1.2  △ 416,554  △ 1.7  △ 139,684  

　資  本  合  計 12,582,803 53.1 12,990,918  53.7 408,115  
　負債・資本合計 23,675,136  100.0 24,212,362  100.0 537,225  

当　　　　　期前　　　　　期 増　　　　減　　　　　   期　　別

 科　　目



 (2) 損 益 計 算 書
　 (千円未満切捨）

金　　　　額 金　　　　額 金　　　　額

Ⅰ 37,175,015  41,319,026  4,144,010  

Ⅱ 31,530,589  35,056,366  3,525,777  

売 上 総 利 益 5,644,425  6,262,659  618,233  

Ⅲ 4,825,597  4,979,548  153,950  

営 業 利 益 818,827  1,283,110  464,282  

Ⅳ 319,670  336,488  16,818  

1. 3,671  3,794  122  

2. 2,486  4,278  1,792  

3. 264,612  296,353  31,740  

4. 32,413  18,081   △ 14,332  

5. 16,485  13,980   △ 2,504  

Ⅴ 71,049  79,957  8,908  

1. 23,638  25,398  1,759  

2. 14,184  19,430  5,245  

3. 29,354  33,238  3,884  

4. 3,871  1,889   △ 1,981  

経 常 利 益 1,067,449  1,539,642  472,193  

Ⅵ 15,661  116,727  101,065  

1. 9,501  25,274  15,773  

2. ―  91,452  91,452  

3. 6,160  ―  △ 6,160  

Ⅶ 7,391  86,055  78,664  

1. 2,808  1,419   △ 1,388  

2. 2,683  432   △ 2,250  

3. 500  ―   △ 500  

4. ―  76,353  76,353  

5. ―  7,850  7,850  

6. 1,400  ―   △ 1,400  

1,075,719  1,570,313  494,594  

529,059  688,299  159,239  

△ 30,522  17,108  47,631  

577,182  864,906  287,723  

706,278  1,056,589  350,310  

28,809  112,791  83,981  

1,254,651  1,808,703  554,051  

関 係 会 社 株 式 評 価 損
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   科　　目

受 取 配 当 金

仕 入 割 引

営 業 外 収 益

受 取 利 息

売 上 高

売 上 原 価

販売費及び一般管理費

(

そ の 他

特 別 利 益

そ の 他

営 業 外 費 用

売 上 割 引

売 上 債 権 譲 渡 損

支 払 利 息

投 資 有 価 証 券 売 却 益

特 別 損 失

貸 倒 引 当 金 戻 入 益

固 定 資 産 除 却 損

役員退職慰労引当金戻入益

投 資 有 価 証 券 評 価 損

投 資 有 価 証 券 売 却 損

ゴル フ会 員 権 売 却 損

ゴル フ会 員 権 評 価 損

税 引 前 当 期 純 利 益

中 間 配 当 額

法 人 税 、住 民 税 及 び 事 業 税

当 期 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

当 期 未 処 分 利 益

前 期 繰 越 利 益



（3）利益処分計算書

期　別

科　目

Ⅰ

Ⅱ

　
( ) ( )

計

Ⅲ

一株当たり配当金の内訳
貸倒引当金

　円　銭 　円　銭 　円　銭 　円　銭 　円　銭 　円　銭
普通株式
（内訳）

普通配当
記念配当 　　―　　 　　―　　

 当 期 未 処 分 利 益

 利 益 処 分 額

年間 中間

1,254,651          

198,062             
1,056,589          

46,245          
36,500          

次 期 繰 越 利 益

　1.　配　　　当　　　金

　2.　役　員　賞　与　金

    （うち監査役賞与金）

82,745          
471,305         

226,308             
54,500              

金　　　額

増　　減

金　　　額 金　　　額

(

6.00

前　　　　期 当　期　（案）

180,062             
18,000               

自　平成15年4月 1日( ) )
至　平成16年3月31日

自　平成16年4月 1日
至　平成17年3月31日

16.00

10.00

平成17年3月期平成16年3月期

554,051         1,808,703          

　　  （ ―  )

18.00 8.00

8.00

1,900   
280,808             

1,900   

期末 年間 中間 期末

1,527,895          

 5.50 5.50 6.00

14.50

 9.00

2.00

2.00

12.50

7.00

24.00



重要な会計方針

自 平成15年 4月 1日 自 平成16年 4月 1日
至 平成16年 3月31日 至 平成17年 3月31日

1.有価証券の評価基準 (1)子会社株式 (1)子会社株式
　及び評価方法 移動平均法による原価法 同　左

(2)その他有価証券 (2)その他有価証券
①時価のあるもの 同　左
　当期末日の市場価格等に基づく時価法
　(評価差額は、全部資本直入法により処
　理し､売却原価は移動平均法により算定)
②時価のないもの
　移動平均法による原価法

2.たな卸資産の評価 (1)商　品 (1)商　品
　基準及び評価方法 ①在庫品 同　左

　電　線 ： 移動平均法による低価法
　その他 ： 移動平均法による原価法
②引当品 個別法による原価法
　 　

(2)貯蔵品 (2)貯蔵品
最終仕入原価法 同　左

3.固定資産の減価償却 (1)有形固定資産 (1)有形固定資産
　の方法 　定率法 同　左

平成10年4月1日以降に取得した建物（建
物附属設備を除く）については、定額法
なお、主な耐用年数は次のとおりであり
ます。

建        物 10年～50年
構　 築 　物 10年～45年
工具器具備品  5年～15年

(2)無形固定資産 (2)無形固定資産
　定額法 同　左
なお、主な耐用年数は次のとおりであり
ます。

自社利用のソフトウェア  5年

4.引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 (1)貸倒引当金
一般債権については貸倒実績率によって 同　左
おり、貸倒懸念債権等特定の債権について
は個別に債権の回収可能性を検討し、回収
不能見込額を計上しております。

(2)賞与引当金 (2)賞与引当金
従業員の賞与の支給に備えるため、支給見 同　左
込額基準により計上しております。

(3)退職給付引当金 (3)退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当期末に 同　左
おける退職給付債務の見込額に基づき､当期
末において発生していると認められる額を
計上しております。
数理計算上の差異については翌期において
一括処理することとしております。

期　別
項　目 ） （ ）

当　　　　期前　　　　期

（



自 平成15年 4月 1日 自 平成16年 4月 1日
至 平成16年 3月31日 至 平成17年 3月31日

(4)役員退職慰労引当金 (4)役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支出に備えるため、役 同　左
員退職慰労金内規による要支給額の100％を
計上しております。
なお、役員退職慰労金内規において、役員
退職慰労金は平成12年3月31日までの役員退
職慰労引当金残高を限度とすることとした
ため、平成12年4月1日以降の要支給額の増
加はありません。

5.リース取引の処理 リース物件の所有権が借主に移転すると認 同　左
　方法 められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る
方法に準じた会計処理によっております。

6.その他財務諸表作成の 　 消費税等の会計処理 　 消費税等の会計処理
　ための基本となる重要  税抜方式によっております。 同　左
　な事項

期　別
項　目

当　　　　期前　　　　期

（ ）（ ）



（貸借対照表関係）

( ) ( )

1. 有形固定資産の減
価償却累計額 千円 千円

2. 担保に供している
資産及びこれに対 (1)担保に供している資産 (1)担保に供している資産
応する債務 千円 千円

千円 千円
千円 千円
千円 千円

(2)上記に対応する債務 (2)上記に対応する債務
千円 千円
千円 千円
千円 千円
千円 計 千円

(注)支払手形及び買掛金に対する根抵当 同　左
権極度額は311,000千円であります。

3. 会社が発行する株 会社が発行する株式の総数 会社が発行する株式の総数
式及び発行済株式 普通株式 株 普通株式 株
の総数 発行済株式の総数 発行済株式の総数

普通株式 株 普通株式 株

定款の定めにより株式の消却が行われた場 同　左
合には、会社が発行する株式について、こ
れに相当する株式数を減ずることとなって
おります。

4. 自己株式 自己株式の総数 自己株式の総数
普通株式 株 普通株式 株

5. 配当制限 商法施行規則第124条第3号に規定する配 同左
当制限額は以下のとおりであります。

資産の時価評価により 資産の時価評価により
増加した純資産額 千円 増加した純資産額 千円

1,008,330

74,072

計

747,610

81,926

47,590,000

400,000

15,152,600

買 掛 金
長 期 借 入 金

注記事項

1,173,908

1,395,408

建 物
土 地 798,715

前      期

294,127

1,712,760 1,791,633

72,540
798,715

建 物
土 地

276,340

投 資 有 価 証 券

買 掛 金

1,147,596計
投 資 有 価 証 券81,065

計

15,152,600

131,245
1,058,668

支 払 手 形

1年内返済長期借入金

1,589,913
400,000

934,493
60,915 支 払 手 形

当      期
平成16年3月31日現在 平成17年3月31日現在

47,590,000



（損益計算書関係）

自 平成15年 4月 1日 自 平成16年 4月 1日
至 平成16年 3月31日 至 平成17年 3月31日

1. 主な販売費及び
一般管理費

千円 千円
千円 千円
千円 千円
千円 千円
千円 千円
千円 千円
千円 千円
千円 千円

千円

2. 固定資産除却損の 千円 千円
内訳 千円 千円

千円 千円
計 千円 千円

3. 低価基準による
たな卸資産の評価減 期末商品(電線)たな卸高は、低価法によ 期末商品(電線)たな卸高は、低価法によ

る評価損166千円を行った後の金額によっ る評価損107千円を行った後の金額によっ
て計上されています。 て計上されています。

641

178,498
58,922

309

）

104,557

当 期

456,451
2,328,567

法 定 福 利 費
給 与 手 当

98,421

退職給付引当金繰入額

工 具 器 具 備 品

賞与引当金繰入額

賃 借 料428,250

260,205
退 職 給 付 費 用

147建 物
2,581

2,808
78工 具 器 具 備 品

車 両 運 搬 具

121,343

35,408

417,334
2,162,893
265,877
106,753

前 期

賞与引当金繰入額

撤 去 費 用

272,000

荷 造 運 賃

469

399,130
103,003

計

建 物

減 価 償 却 費

退 職 給 付 費 用

） （

賃 借 料

退職給付引当金繰入額

減 価 償 却 費

（

給 与 手 当
法 定 福 利 費

荷 造 運 賃

貸倒引当金繰入額

1,419



（リース取引関係）

自 平成15年 4月 1日 自 平成16年 4月 1日
至 平成16年 3月31日 至 平成17年 3月31日

1. リース物件の所有 （借手） （借手）
権が借主に移転す ① リース物件の取得価額相当額、減価償却 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却
ると認められるも 累計額相当額及び期末残高相当額 累計額相当額及び期末残高相当額
の以外のファイナ
ンス・リース取引 千円 千円

千円 千円
千円 千円

なお、取得価額相当額は、有形固定資産 同　左
の期末残高等に占める未経過リース料期
末残高の割合が低いため、「支払利子込
み法」により算定しております。

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額
千円 千円
千円 千円

合　　計 千円 合　　計 千円

なお、未経過リース料期末残高相当額は、 同　左
有形固定資産の期末残高等に占めるその
割合が低いため、「支払利子込み法」に
より算定しております。

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額
千円 千円
千円 千円

④ 減価償却費相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を 同　左
零とする定額法によっております。

2. オペレーティン （借手） （借手）
グ・リース取引 未経過リース料 未経過リース料

千円 千円
千円 千円

合　　計 千円 合　　計 千円

１ 年 超

39,961 

工 具 器 具 備 品

104,537 

144,498 

前 期

）

減価償却費相当額

39,961 

支 払 リ ー ス 料

１ 年 内 24,397 

取得価額相当額
減価償却累計額
相 当 額
期末残高相当額

（

17,580 １ 年 内

１ 年 内
１ 年 超

3,327 

8,607 
5,279 １ 年 超 6,187 

9,526 

１ 年 内 3,338 

30,294 
30,294 

49,468 
67,049 

減価償却費相当額

支 払 リ ー ス 料

１ 年 超

26,681 
26,681 

15,563 

67,049 

工 具 器 具 備 品

当 期

）

相 当 額

（

93,567 

期末残高相当額

取得価額相当額
減価償却累計額

26,518 



（有価証券関係）

( ) ( )

子会社株式で時価のあるものはありません 同　左

（税効果会計関係）

( ) ( )

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別内訳 1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別内訳
　繰延税金資産(流動) 　繰延税金資産(流動)

未払事業税・事業所税 千円 未払事業税・事業所税 千円
賞与引当金 千円 賞与引当金 千円
その他 千円 その他 千円
合計 千円 合計 千円

　繰延税金資産(固定) 　繰延税金資産(固定)
退職給付引当金 千円 退職給付引当金 千円
役員退職慰労引当金 千円 役員退職慰労引当金 千円
貸倒引当金 千円 貸倒引当金 千円
会員権 千円 会員権 千円
その他 千円 関係会社株式評価損 千円
合計 千円 その他 千円

小計 千円
　繰延税金負債(固定) 評価性引当額 千円

その他有価証券評価差額金 千円 合計 千円
繰延税金資産(固定)の純額 千円 　繰延税金負債(固定)

その他有価証券評価差額金 千円
繰延税金資産(固定)の純額 千円

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率 2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率
の主な差異原因 の主な差異原因
　法定実効税率 ％ 　法定実効税率 ％

　(調整) 　(調整)
住民税均等割額 ％ 住民税均等割額 ％

交際費等の一時差異でない項目 ％ 交際費等の一時差異でない項目 ％
税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 ％ 留保金課税 ％

留保金課税 ％ 評価性引当額の増加 ％

その他 ％ その他 ％

　税効果会計適用後の法人税等の ％ 　税効果会計適用後の法人税等の ％

　負担率 　負担率

（重要な後発事象）

(当社100％出資子会社を合併）
　当社は、営業の強化と業務の効率化を図るため、
当社100％出資子会社である株式会社スズデン
インダストリアルシステムズを平成17年4月1日付
で吸収合併（簡易合併）いたしました。
　平成17年3月31日現在の財政状態は次のとおり
であります。

資産合計 千円
負債合計 千円
資本合計 千円

568,718
△30,923 

△51,036 

44.9

2.0

537,795

486,759

△0.1 

当　　　　期
平成16年3月31日現在 平成17年3月31日現在

31,142 39,174

前　　　　期

30,923
7,251

110,160

前　　　　期 当　　　　期
平成16年3月31日現在 平成17年3月31日現在

14,352
72,291
34,050

145,516

385,964

155,654

7,012

407,249

69,723
21,029

32,541

△ 55,765 

32,541
97,601

544,149

21,029

46.3

1.6

488,383

40.5

2.4

41.8

0.3
0.8

0.1

0.2
0.9

0.7

前　　　　期 当　　　　期
   自    平成15年4月 1日    自    平成16年4月 1日( ) ( )   至　  平成16年3月31日

22,283 
8,637  

   至　  平成17年3月31日

13,646 



（役員の異動）
  (１)代表者の異動

該当事項はありません。

  (２)その他の役員の異動（平成17年6月28日付予定）

(新任取締役候補)
該当事項はありません。

(退任予定取締役)
取締役 倉片　允

(新任監査役候補)
非常勤監査役 桃井邦義（公認会計士、税理士）

(退任予定監査役)
非常勤監査役 宗像伸行

（注）　新任監査役候補者 桃井邦義氏は、｢株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律｣第18条第1項に定める
社外監査役であります。




